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地域医療構想及び医療計画の基準病床数の算出に関する医療法の規定 

 

 

１．地域医療構想に関する規定 

 

◎医療法（昭和 23 年法律第 205 号）（抄） 

 

第三十条の四 （略） 

２ 医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一～六 （略） 

七 地域における病床の機能の分化及び連携を推進するための基準として厚生労

働省令で定める基準に従い定める区域（以下「構想区域」という。）における次

に掲げる事項を含む将来の医療提供体制に関する構想（以下「地域医療構想」と

いう。）に関する事項 

イ 構想区域における厚生労働省令で定めるところにより算定された第三十条

の十三第一項に規定する病床の機能区分ごとの将来の病床数の必要量（以下

単に「将来の病床数の必要量」という。） 

ロ イに掲げるもののほか、構想区域における病床の機能の分化及び連携の推

進のために必要なものとして厚生労働省令で定める事項 

八 地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及び連携の推進に関する事項 

九～十四 （略） 

３・４ （略） 

５ 都道府県は、地域医療構想に関する事項を定めるに当たつては、第三十条の十三

第一項の規定による報告の内容並びに人口構造の変化の見通しその他の医療の需

要の動向並びに医療従事者及び医療提供施設の配置の状況の見通しその他の事情

を勘案しなければならない。 

６～15 （略） 
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２．医療計画の基準病床数に関する規定 

 

◎医療法（昭和 23 年法律第 205 号）（抄） 

 

第三十条の四 （略）  

２ 医療計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

一～十三 （略）  

十四 療養病床及び一般病床に係る基準病床数、精神病床に係る基準病床数、感染

症病床に係る基準病床数並びに結核病床に係る基準病床数に関する事項  

３～５ （略）  

６ 第二項第十二号及び第十三号に規定する区域の設定並びに同項第十四号に規定

する基準病床数に関する基準（療養病床及び一般病床に係る基準病床数に関する基

準にあつては、それぞれの病床の種別に応じ算定した数の合計数を基にした基準）

は、厚生労働省令で定める。  

７ 都道府県は、第二項第十四号に規定する基準病床数を定めようとする場合におい

て、急激な人口の増加が見込まれることその他の政令で定める事情があるときは、

政令で定めるところにより、同号に規定する基準病床数に関し、前項の基準によら

ないことができる。  

８ 都道府県は、第十五項の規定により当該都道府県の医療計画が公示された後に、

急激な人口の増加が見込まれることその他の政令で定める事情があるときは、政令

で定めるところにより算定した数を、政令で定める区域の第二項第十四号に規定す

る基準病床数とみなして、病院の開設の許可の申請その他の政令で定める申請に対

する許可に係る事務を行うことができる。  

９ 都道府県は、第十五項の規定により当該都道府県の医療計画が公示された後に、

厚生労働省令で定める病床を含む病院の開設の許可の申請その他の政令で定める

申請があつた場合においては、政令で定めるところにより算定した数を、政令で定

める区域の第二項第十四号に規定する基準病床数とみなして、当該申請に対する許

可に係る事務を行うことができる。  

１０～１５ （略） 

 

◎医療法施行規則（昭和２３年厚生省令第５０号）（抄） 

 

（基準病床数の算定）  

第三十条の三十 法第三十条の四第二項第十一号 に規定する基準病床数（以下「基

準病床数」という。）は、次の各号に定める区分ごとに当該各号に定める数とする。  

一 療養病床及び一般病床 前条第一号に規定する区域ごとに別表第六の一の項

に掲げる式によりそれぞれの病床の種別に応じ算定した数の合計数。この場合に

おいて、同一都道府県における当該数の合計数は、別表第六の二の項に掲げる式
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により算定した数の当該同一都道府県における合計数（当該都道府県の区域以外

の区域に所在する病院（療養病床を有する診療所を含む。以下この号において同

じ。）の入院患者のうち当該都道府県の区域に住所を有する者の数（以下「都道

府県外入院患者数」という。）が当該都道府県の区域に所在する病院の入院患者

のうち当該都道府県の区域以外の区域に住所を有する者の数（以下「都道府県内

入院患者数」という。）よりも大きい都道府県にあつては、当該合計数に都道府

県外入院患者数から都道府県内入院患者数を控除した数の三分の一を限度とし

て都道府県知事が適当と認める数（以下「流出超過加算数」という。）を加えて

得た数）を超えないものとする。  

二～四 （略） 

 

別表第六  

 

項 式 

一 （Σ（Ａ１Ｂ１）―Ｇ＋Ｃ１―Ｄ１）÷Ｅ１＋（Σ（Ａ１Ｂ２）×Ｆ１＋Ｃ

２―Ｄ２）÷Ｅ２＋Ｈ 

二 （Σ（Ａ１Ｂ１）―Ｇ）÷Ｅ１＋（Σ（Ａ１Ｂ２）×Ｆ１）÷Ｅ２ 

三 （（Σ（Ａ２Ｂ３）＋Ｃ３―Ｄ３）×Ｆ２）÷Ｅ３＋（ΣＩ（１―Ｊ）＋Ｋ

―Ｌ）÷Ｅ４ 

四 Σ（Ａ２Ｂ４） 

 

備考 

 この表における式において、Ａ１、Ａ２、Ｂ１、Ｂ２、Ｂ３、Ｂ４、Ｃ１、Ｃ２、

Ｃ３、Ｄ１、Ｄ２、Ｄ３、Ｅ１、Ｅ２、Ｅ３、Ｅ４、Ｆ１、Ｆ２、Ｇ、Ｈ、Ｉ、Ｊ、

Ｋ及びＬは、それぞれ次の値を表すものとする。 

 Ａ１ 当該区域の性別及び年齢階級別人口 

 Ａ２ 当該都道府県の年齢階級別人口 

 Ｂ１ 厚生労働大臣が定める性別及び年齢階級別の長期療養入院・入所需要率を上

限として、当該区域において長期療養に係る医療又は介護を必要とする者の数

等を勘案して都道府県知事が定める率 

 Ｂ２ 厚生労働大臣が定める当該区域の属する都道府県の区域を含む地方ブロッ

ク（厚生労働大臣が都道府県の区域を単位として全国の区域を区分して定める

ものをいう。Ｆ１において同じ。）の性別及び年齢階級別一般病床退院率 

 Ｂ３ 厚生労働大臣が定める当該都道府県の年齢階級別精神病床新規入院率（当該

年に入院した患者の数を当該都道府県の人口で除した率をいう。） 

 Ｂ４ 厚生労働大臣が定める当該都道府県の年齢階級別精神病床入院率 

 Ｃ１ ０以上流入療養患者数（当該区域に所在する病院及び診療所の療養病床にお

ける入院患者のうち当該区域以外の区域に住所を有する者の数をいう。以下同
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じ。）以下の範囲内で、当該区域の入院患者の状況等を勘案して都道府県知事

が定める数。ただし、都道府県知事が、当該区域における医療の確保のために

必要があるときは、流入療養患者数を超えて当該事情を勘案した数を加えるこ

とができる。 

 Ｃ２ ０以上流入一般患者数（当該区域に所在する病院の一般病床における入院患

者のうち当該区域以外の区域に住所を有する者の数をいう。以下同じ。）以下

の範囲内で、当該区域の入院患者の状況等を勘案して都道府県知事が定める数。

ただし、都道府県知事が、当該区域における医療の確保のために必要があると

きは、流入一般患者数を超えて当該事情を勘案した数を加えることができる。 

 Ｃ３ 当該都道府県に所在する病院の精神病床における入院患者のうち当該都道

府県以外の都道府県に住所を有する者の数 

 Ｄ１ ０以上当該区域以外の区域に所在する病院及び診療所の療養病床における

入院患者のうち当該区域に住所を有する者の数以下の範囲内で、当該区域の入

院患者の状況等を勘案して都道府県知事が定める数 

 Ｄ２ ０以上当該区域以外の区域に所在する病院の一般病床における入院患者の

うち当該区域に住所を有する者の数以下の範囲内で、当該区域の入院患者の状

況等を勘案して都道府県知事が定める数 

 Ｄ３ 当該都道府県以外に所在する病院の精神病床における入院患者のうち当該

都道府県に住所を有する者の数 

 Ｅ１ 厚生労働大臣が定める療養病床に係る病床利用率 

 Ｅ２ 厚生労働大臣が定める一般病床に係る病床利用率 

 Ｅ３ 入院期間が一年未満である者について厚生労働大臣が定める精神病床に係

る病床利用率 

 Ｅ４ 入院期間が一年以上である者について厚生労働大臣が定める精神病床に係

る病床利用率 

 Ｆ１ 厚生労働大臣が当該区域の属する都道府県の区域を含む各地方ブロックの

平均在院日数の分布状況を勘案して定める平均在院日数を上限として、当該都

道府県の平均在院日数の状況等を勘案して都道府県知事が定める数 

 Ｆ２ 次の各号に規定する値を平均した値を基準として都道府県が定める値。ただ

し、第一号の値が第二号の値を下回る都道府県にあっては、第一号の値とする。 

  一 厚生労働大臣が定める当該都道府県の平均残存率（当該年に入院した患者の

うち、当該年の各月末に入院している患者の数を当該年に入院した患者の数で

除した率の相加平均をいう。） 

  二 全国の平均残存率の目標値として厚生労働大臣が定める値 

 Ｇ 当該区域に所在する介護施設（健康保険法等の一部を改正する法律（平成十八

年法律第八十三号）第二十六条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の

介護保険法第四十八条第一項第三号の指定を受けている同法第八条第二十六項

に規定する介護療養型医療施設を除く。）に入所している者の数を下限として、
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当該区域における今後の介護サービスの進展等を勘案して都道府県知事が定め

る数 

 Ｈ ０以上流出超過加算数以下の範囲内で、当該区域の入院患者の状況等を勘案し

て都道府県知事が定める数 

 Ｉ 当該都道府県における入院期間が一年以上である年齢階級別入院患者の数 

 Ｊ 次の各号に規定する値を平均した値を基準として都道府県知事が定める値。た

だし、第一号の値が第二号の値を上回る都道府県にあっては、第一号の値とする。 

  一 厚生労働大臣が定める当該都道府県の入院期間が一年以上である入院患者

の年齢階級別年間退院率（入院期間が一年以上の患者のうち当該年において退

院した患者の数を入院期間が一年以上の患者の数で除した率をいう。） 

  二 全国の退院率の目標値として厚生労働大臣が定める値 

 Ｋ 当該年において入院期間が一年に達した入院患者の数 

 Ｌ 退院する長期入院患者数の目標値として厚生労働大臣が定めるところにより

算定する数 

 






